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戦争･死刑と国家。そして国家と人民（７１） 

2017 年 ５月 １日   

                           小田中聰樹 

            （東北大学名誉教授・みやぎ憲法九条の会世話人） 

 

（今号から 2016 年 4 月に起きた事象に入ります。今回は戦争政策がどう進展しているの

か、をまず見ます。） 

 

Ⅰ 戦争政策の進展 

（１）2016 年 4 月 5 日、ストックホルム

国際平和研究所は、2015 年の軍事支出が

実質で前年比 1・2 パーセント増の 1 兆

6760 億ドル（約 187 兆円）となったと発

表した（報告書）。世界の軍事支出が増え

たのは、2011 年以来四年ぶりであり、中

東欧、アジア、中東の一部地域で大幅に増

加し、支出額が最も大きかったのはアメリ

カの 5960 億ドルで、中国、サウジアラビ

ア、ロシア、イギリスが続き、日本は 8 位

お 409 億ドルであった。アジア太平洋地域

の軍事費は、総額 4360 億ドルで前年比

5.4％増である。 

 ②「報告書」は、“南シナ海をめぐり中

国と周辺国の間で高まる軍事的緊張がアジ

ア地域の支出の大幅な伸びに反映されてい

る”と分析し、日本についても“長期間続

いてきた軍事費の下落傾向の逆転が始まっ

た”と分析している（4 月 6 日赤旗）。 

（２）①南スーダンでの国連平和維持活動

(PKO)に 5 月から新たに第 10 次隊が順次

派遣され、陸上自衛隊北部方面第 7 師団

（北海道千歳市）を中心に編成され、その

業務は派遣先で宿営地の共同防護活動であ

る。宿営地の共同防護とは、派遣先の宿営

地に所在する者の保護のために、自衛隊が

隣接する他国籍軍の要員を共同で武器を使

用することである（4 月 13 日赤旗）。 

 ② 改定 PKO法により、武器使用権限

が拡大されたことにより、「宿営地に所在

する者」の保護のための武力行使や「他国

籍軍要因との共同」での武器使用が可能に

なった。そして「火網の連繋（各種の鉄砲

を縦横に発射して弾道の網を張りめぐる状

態）にすることにより監視要員が外国軍と

相互に連携して「十字砲火」で相手を軍事

的に圧倒し、外国軍と共に武装勢力との戦

闘に参加することが可能になったのであ

る。 

 ③ しかし、「火網の連繋」ともいわれ

るこのような激烈な戦闘に自衛隊が積極的

に加わることはたとえ「戦争法」が決めて

いるとはいえ、憲法に反する行為である。 

（３）① 2011 年の東日本大震災の際

に、陸上自衛隊と米海軍の揚陸艦による戦

闘部隊の移動作戦が行われていた（4 月 13

日赤旗）。 

 実施したのは陸上自衛隊第 5 旅団第 5 戦

車隊（北海道帯広市鹿追駐屯地）などの人

員 240 人と車両役 80 両であり、輸送した

のは、米海軍佐世保基地所属のドック型揚

陸艦「トーチュガ」である。第 5 戦車隊
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は、2013 年 3 月 11 日、大震災発生と同時

に災害出動を準備し、待機した。そして同

部隊は、3 月 14 日鹿追駐屯地から東千歳

駐屯地に出発し、翌日苫小牧港でトーチュ

ガと合流し、トーチュガにジープや８輪装

甲車をクレーンで持ち上げ甲板に搭載し、

大型トラックなどは数百キロ沖合に移動し

た同揚陸艦に米軍の上陸用舟艇で搬入し

た。 

 この輸送作戦に動員されたのは戦車に砲

弾などを補給する支援隊、高射砲隊、燃料

補給車、損傷した戦車補修用の重レッカー

車など戦場でグループとして行動する戦闘

団（兵站部隊）であり、戦車部隊は青森県

の海自大湊基地に陸揚げした。米揚陸艦は

ここでも数キロ沖合に停泊し、米軍と海自

の揚陸艦がエンジンをかけたまま艦内のド

ックに接近し、戦車部隊の車両が自走して

乗り換えるという危険な作業を行った。 

 ②なぜこのような危険な作業を災害時救

助の際にやってみせたのか。それは、「災

害救援」に名を借りた日米共同作戦の「予

行演習」であったからである。 

（４） ①3 月 15 日、岸田外相は、2016

年版「外交青書」を閣議に報告した。 

その内容の主な点は次の通りである。 

 「PKO での自衛隊の任務拡大、いわゆ

る安全確保業務、駆け付け警護、司令部業

務」を追加したことなどである。 

 ②この外交青書の最大の特徴は、軍事色

が強く、外交を軍事力で推進しようとする

ものである。 

（５）3 月 15 日、海上自衛隊のそうりゅ

う型潜水艦「はくりゅう」がオーストラリ

ア国防軍との共同訓練のためシドニーの海

軍クッタバル基地に入港し、護衛艦「あさ

ゆき」などと共に 10 日間の訓練し、通信

の接続や潜水艦探知などで相互理解を向上

させるための訓練であると同時に、「はく

りゅう寄港」は、デイーゼルエンジンを使

う 4000 トン級の大型潜水艦をオーストラ

リアに売り込む狙いもある（4 月 16 日河

北新報）。 

（５）①「経済的徴兵制」とは、貧しい若

者が事実上軍隊に入る道を選ばざるを得な

い状況をいう。 

 勿論、徴兵制は意に反する苦役であり、

違憲である。しかし、現実には、一方では

貧困な学生が増え、他方では自衛官任官志

望者が減少している。しかも自衛官任官者

は戦争法が成立した 2015 年度は、主に高

卒の応募数が 2 万 5092 人と 2014 年度よ

り 2 割減少した。 

 防衛大学校では、2016 年春卒業した日

本人 419 人のうち 47 人が任官志望を辞退

し、2014 年度の 2 倍近くになったのであ

る（4 月 16 日赤旗）。 

 ②この事実は何を意味するか。一方にお

ける貧困学生増加、他方では自衛官任官辞

退者の増加は、「経済的徴兵制」の道に繋

がる危険がある。経済的格差拡大政策と

「経済的徴兵制」とは不可分一体なのであ

る。 

 （7）①4 月 18 日、米海兵隊は、熊本地

震で救援物資を空輸するため、普天間基地

所属の垂直離発着機 MV２２オスプレイ 2

機を投入した。そして米海兵隊は 18 日ま

でにオスプレイ計 8 期を普天間基地や演習

先のフィリッピンから岩国基地（山口県）

に移動させ、引き続き待機させており、19

日以降も空輸を続ける見通しだという。中

谷防衛相は、4 月 18 日、陸海空３自衛隊
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で構成する 2 万人規模の「統合任務部隊」

（JTF）を指揮する陸上自衛隊西部方面総

監部（熊本市）内に日米制服組による「共

同作業所」を開設する方針を示した。オス

プレイ以外にも、米軍輸送機の CI30 や

UC35 も投入された。18 日、岩国基地を

飛び立ったオスプレイは、熊本空港で水や

食料、毛布などを積み込み、道路が寸断さ

れている南阿蘇村へ救援物資を輸送した

（4 月 19 日赤旗）。 

 ②この問題のポイントは三つあると考え

る。 

第一に、我が国の災害地に救援物資を輸

送するのにアメリカ海兵隊の援助が果たし

て必要だったのか？ 

 第二に、墜落の危険性の高いアメリカの

オスプレイを投入することを知りながら、

日本の安倍政府が事前に要請していたの

か。 

 この第二点につき、岸田外相は、4 月 18

日、ブリンケン米国務副長官に対し「心温

まるお見舞いの言葉、貴重な支援の申し入

れをいただき、心から感謝する」と述べ

た。この言葉から窺い知られるのは、米軍

は日本政府の事前了解抜きで米軍は独自に

救援物資を送ったということである。その

行為が人道主義から行われたもので全くな

いことを私たちは見抜くべきである。 

なお、4 月 18 日付報道で、米海兵隊が

オスプレイで救援物資を熊本に送ったの

は、「日本政府の要請」によるものであっ

たことが明らかになった（4 月 20 日赤

旗）。事実がこの通りだとしても、果たし

てアメリカ軍の援助が必要だったかは疑問

がある。何故なら、この援助活動が日米共

同作戦の表れである疑いがあるからであ

る。 

（７）①陸上自衛隊が北海道の訓練場を活

用して「機動隊運用部隊」の一大訓練拠点

とする検討を進めていることが陸上自衛隊

幕僚監部防衛部の内部文書（2015 年 9 月

28 日付「陸上施策等説明」）から判明し

た。同文書は、「機動運用部隊」や「水陸

機動団」の創設など、海外展開型への変貌

について、「陸自創隊以来の大改革」と

し、全国の陸自部隊が「新たな戦い方」を

習得するため「訓練環境良好な北海道の利

点を最大限活用する」としている。その中

心とされているのが、北海道大演習場、矢

臼別演習場である。また部隊の早期育成と

「戦い方」の検証を支援するため、専門部

隊「訓練評価支援隊（HTC）」も新しく編

成する方針だという（4 月 21 日赤旗）。 

 ②ではいかなる訓練を行なおうとしてい

るのか。「離島への着上陸訓練」「対着上陸

戦闘訓練」「諸職種協同による連隊規模の

対向実働訓練」「諸職種協同部隊による総

合戦闘射撃訓練」「市街地戦闘訓練」「国際

活動派遣訓練」「増強普通科中隊規模の対

向実働演習」「長射程射撃訓練」「師・旅団

級演習」「陣地変換を伴う特化実弾射撃訓

練」「HTC は主として諸職種協同の連隊級

の実動対抗演習の統裁、評価支援等を実

施」である。 

 ③この演習が意味するのは、自衛隊が海

外に進出して強大な武器で、「敵とみなす

者」を殲滅することである。 

（８）①総務省は、4 月 20 日、政党助成

法に基づき、2016 年の第１回分として、8

政党に総額 79 億 7300 万円を支給した。

政党助成金は年 4 回に分けて支給され、第

１回分として共産党を除く 8 政党に配分さ
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れた。 

 その内訳は次の通りである。 

 自民党 43 億 500 万円、民進党 24 億

3500 万円、公明党 7 億 4300 万円、おお

さか維新の会 1 億 2100 万円、社民党 1 億

1700 万円、生活の党と山本太郎となかま

たち 8300 万円、日本のこころを大切にす

る党 1 億 4000 万円、新党改革 2600 万

円、である（4 月 23 日赤旗）。 

 政党助成法は、22 年前（1994 年）に制

定されたものであり、その目的は、「…・

政党の政治活動の健全な発達の促進及びそ

の公明と公正の確保を図り、もって民主政

治の健全な発展に寄与すること」（第１

条）である。 

 その交付は、「議員数割…及び得票数

割」で行う（第３条 2 項）。 

 ②政党交付金制定には制定当時から批判

が強かった。その要点は、次の通りであ

る。  

①第一に、政党交付金は、政党の魂という

べき自由結社性及び自主性を奪うこと。 

②第二に、多数派政党（与党）に多額な交

付がなされることにより、多数派政党（与

党）を一層多数派政党に変貌させるからで

ある。 

③第三に、国民の政治活動の自由に反する

ことである。自分が選択しない政党に献金

を強いられるからである。 

④第四に、政党が堕落することである。金

欲しさの政党の離合集散が繰り返されるか

らである。 

（９）①防衛省は、南スーダンの PKO

（国連平和維持活動）への陸上自衛隊派遣

部隊を 2016 年 5 月から北部方面第七師団

（北海道千歳市）に交代させるとした。 

 日本政府は、「南スーダンの停戦合意を

維持されており、安全だ」としている。し

かし、2015 年 12 月 16 日、福知山部隊が

現地で活動を開始した翌日の 12 月 15 日深

夜から南スーダン政府軍と反政府軍の武力

衝突で日本宿営地内の国連施設には連日数

千人規模の難民が流入し、福知山部隊は半

年の派遣期間中、国連施設から外に出られ

なかった。国連 PKO派遣部隊を指揮する

自衛隊統合幕僚監部の公式ホームページに

は、“2013 年 12 月以降、南スーダンにお

ける治安情勢が悪化したため、派遣施設部

隊はジュバの国連施設において”避難民保

護区域の敷地造成、給水、医療支援などを

実施したと記述されていた。 

 ②国連 PKO 派遣部隊を指揮・統制して

きた陸上自衛隊中央即応集団の元幹部は、

“南スーダンでの政府軍と反政府勢力の武

力衝突の問題で現場の隊員も何らかの対応

をせざるを得なかった（注――おそらく軍

事的対応のこと）。イラクでも東チモール

など過去の PKOでもそうしたことがあっ

た。しかし互いに傷つけたり、つけられた

りがなかった奇跡のような 20 数年間の歴

史だった”と述べた（4 月 24 日赤旗）。 

 ③この事実は、PKO 活動の実態がいか

に危険にみちた、一歩間違えれば“殺し殺

される”紛争に巻き込まれることを示すも

のである。 

（１０）4 月 26 日、オーストラリアのタ

ーン首相は、次期潜水艦共同開発の相手と

して、原子力潜水艦を転用する案を示した

フランスの企業に決定したと発表した。 

日本は、海上自衛隊の潜水艦をベースと

した共同開発を提案したが選ばれなかった

（4 月 27 日河北新報）。 
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（１１）①日本政府は、2014 年 4 月に

「防衛装備移転三原則」を新たに制定し、

武器輸出禁止政策を転換し、戦後初の軍事

技術移転に乗り出したが、安倍首相の想定

通りにはいかなかった。 

 ②この事実は何を示しているか。安倍首

相が狙う米・豪・日の防衛協力の深化が失

敗したことである。 

（１２）①4 月 26 日、自衛隊のヘリコプ

ター搭載型護衛艦「いせ」がフィリッピン

のルソン島のスービック湾に入港した。

「いせ」は、今月中旬、インドネシア、ス

マトラ島沖で開かれた多国間共同訓練に参

加し、その後米国や東南アジア諸国連合

（ASEAN）加盟国など 19 ヶ国の軍将校を

乗せ、スービックに入港した。29 日に出

港するという（4 月 27 日河北新報）。 

 ②この事実が示しているのは、フィリピ

ンと米軍と日米の軍事共同防衛体制の強化

である。 

（１３）①安倍政府が米国製高額武器を購

入する有償武器援助（FMS）の金額は、

安倍政府発足時 2012 年度の 1333 億円か

ら、15 年度(見込み)には 4657 億円へと急

増していることが井上議員（共産党）の調

べで判明した。これだけで 3.5 倍に増加し

たのに加えて、FMSとは別に外国企業か

ら武器を購入する一般輸入とあわせると、

2015 年度の海外からの武器購入額は 5100

億円を超えるのである。しかも 2015 年度

に FMS で購入した武器のなかには高い敵

基地攻撃能力を持つ戦闘機 F35A のような

攻撃兵器を含まれている。その外に、垂直

離発着機オスプレイ、新早期警戒機

F2D、滞空型無人機グローバルホーク、イ

ージスシステムがあり、一般輸入にも水陸

両用車 AAV7 をはじめ米国製武器が多くを

占めている。そしていずれも 2016 年度予

算に計上されている。 

 2016 年度は、新たに新空中給油・輸送

機 KC46A を FMS で購入する。そして

2016 年度の FMSは、4858 億円と見込ん

でいる（4 月 26 日赤旗）。 

 ②FMS中央調達分は、2012 年度には

1333 億円であり、2015 年度には 4657 億

円。対する一般輸入は、2012 年度には

255 億円、2015 年度には 471 億円、国産

は 2012 年度は 1 兆 3695 億円、15 年度は

1 兆 3184 億円である。 

この数字を示しているのは FMS 調達分

が異常に高いシェアを占めていることであ

る。 

 ③では FMS（有償武器援助）とは何物

か。日本とアメリカとの間の「相互防衛援

助協定」に基づき、日本がアメリカから武

器を購入する制度であり、防衛省が直接ま

たは商社を介して外国企業から武器を購入

する一般購入に比べ、機密性が高い武器に

適用される仕組みである（赤旗 4 月 29

日）。 

 ④以上の事実が示しているのは、①日米

軍事一体化の現れであること、②日米軍事

同盟が日本人民のくらしを圧迫すること、

③「軍事秘密」が増大することである。 

（１４）①4 月 27 日、防衛省は、衆議院

外務委で、PKO（国連平和維持活動）の実

動訓練を行う多国籍間共同訓練（カーン・

ウエスト）（5 月 22 日～6 月 4 日）に、陸

上自衛隊東北方面隊第 9 師団第 5 普通科連

隊（青森市）から約 40 人を派遣すること

を明らかにした。 

 この事実を追及した笠井議員（共産党）
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は、“東北方面隊が防衛省のローテーショ

ンによれば南スーダン PKO 第 11 次隊と

して年末に派遣されることになり、今回の

訓練参加はそのことを想定したものではな

いか”と追及した。そして 2010 年 2 月の

防衛省の公表文書では、沖縄県の在日米海

兵隊が「カーン・クエスト」に参加してい

ることを指摘し、訓練参加が戦争法にもと

づく、在日米軍と自衛隊の一体化を推し進

めるものだ、と追及した。 

 ②これに対し、若宮防衛副大臣は、“東

北方面隊が 12 月予定の南スーダン PKO

に派遣されるとはまだ決まっていない”と

答弁するとともに、第３次海兵隊後方支援

群（キャンプ・ファイアー）が参加してい

ることを認めた（4 月 29 日赤旗）。 

 ③この事実は、日本の自衛隊が南スーダ

ン（PKO）に増派され、在日米軍と共同で

戦闘行為を行うことを示している。 


